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研究成果の概要：アジア地域の海外現地子会社と親会社間のマネジメント・コントロール・シ

ステムについて、経理担当者や情報システム担当者にインタビュー調査を行ってきた。そこで

得られた結論は、現地における情報システムやその運営は業績評価及び人事管理システムの根

幹を成す重要な要素であるが、必ずしも本社からの統一的な SCM システムや会計情報システム

を使用しているわけではなく、子会社における情報システム選択の自由度が観察されたことで

ある。 
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                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2007 年度 2,000,000 600,000 2,600,000 

2008 年度 1,500,000 450,000 1,950,000 

年度    

年度    

  年度    

総 計 3,500,000 1,050,000 4,550,000 

 

 

研究分野：社会科学 

科研費の分科・細目：経営学・会計学・管理会計 

キーワード：IT投資評価、SCM 導入意思決定、SCMグローバル展開 
 
１．研究開始当初の背景 
 
(1) 本研究を計画した研究組織の活動は、平
成１５年度以来すでに４年を経過している。
当初は、科学研究助成(基盤研究 C)の支援を
受けて「情報システムの構造変化と戦略的コ
スト・マネジメントへのインパクト」と題す
る研究で開始した。この研究は、戦後５０年
の日本の情報システムの構造変化の様相を
見据えながら、現在進行中のネットワーク・
コンピューティングによる変化を分析し、そ
れが情報システムの各局面に与えたインパ
クトと、全社的なコスト・マネジメントのあ

り方を研究したものである。そして、情報シ
ステムに対応した戦略的コスト・マネジメン
トの有効な推進は、ＩＴ投資の企画段階での
原価管理に重点を置くべきであるとの結論
に達した。 
 
(2) この結果にもとづき、われわれの研究を
一歩進めて、大型システムの企画導入段階で
の投資意思決定、維持管理の実態とそのあり
方の究明に進むこととなった。これが平成１
７年度に科学研究助成(基盤研究 C)を受給し
た「日本企業のＩＴ投資評価プロセスの実証
研究―グローバルＳＣＭ展開の詳細分析か
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ら―」であった。これは、平成１７年度に提
出した研究計画書に述べているごとく、研究
期間を４年と設定し、その前半部分について
の計画を申請したものであって、今回の平成
19-20 年度の研究計画はその後半部分である
「アジアにおけるＳＣＭ展開状況と問題点
の分析」に相当するものである。 
 
(3) 家電、自動車産業等でアジア諸国に立地
する部品・材料等を扱う現地企業は日本の本
社を中心にＳＣＭシステム構築に組み込ま
れてきた。ところが、必ずしも本社対現地企
業の関係だけではなく、部品・材料の国際間
取引に全世界的な広がりが強調されるよう
になってきたことが、フィールド・サーベイ
やインタビューの結果から明らかになった。
このため、アジア地域を軸足に研究調査する
という方針に変更があるわけではないが、サ
プライ・チェーンのグローバルな展開を踏ま
えて、今回表題を「グローバルＳＣＭシステ
ムの展開と情報化戦略投資」とし、アジアか
ら世界への広がりを視野に入れながら研究
調査の展開を行う必要があると認識するこ
ととなった。 
 
 
２．研究の目的 
 

本研究の「研究上の意義」は、アジア地域
を軸足に、サプライ・チェーンのグローバル
な展開を踏まえて、ＳＣＭシステムの戦略的
投資意思決定プロセスを解明する事であり、
具体的には以下の通りである。 
 
(1) 現在の先駆的な企業情報システムは、企
業内の諸機能の統合化段階から外部の関連
企業や提携企業とのコラボレーションへと
その構築範囲や境界を拡大している。この意
味で、オープン・システムとしてのＳＣＭは
将来の産業社会の構造のあり方を左右する
ことが予想される。 

すなわち、企業情報システムは外部主体と
の連携を視野に入れた業務プロセスの再構
築や組織風土の変更を伴う戦略的視点から
構築される必要がある。前者はシステムの適
用弾力性の問題であり、後者はＳＣＭの企業
風土に対応したカスタマイゼーションが必
要であり、その投資判断に財務的分析以外の
要素を取り入れる必要があるという仮説が
成り立つ。 

オープン化・ネットワーク化された情報基
盤の下で、提携や連携を見据えた新しい企業
活動や業務プロセスは、従来型の新規ＩＴ投
資の意思決定プロセスとその評価の方向性
が異なるはずである。ＳＣＭを対象とするこ
とで、これらの投資意思決定や評価方法が明
らかにされると考える。 

 
(2) 意図している実態調査は、企業における
ＳＣＭの導入状況や方針を把握することに
加えて、以下の問題を明らかにする。 
・ＳＣＭ導入の諸段階において考慮される投
資判断材料 
・企業戦略部門や情報システム部門の関与を
含むＳＣＭの機能性や投資に関する意思決
定プロセス 
・ＳＣＭの有効性と投資の評価方法の現状と
問題点 
このような企業情報システム投資意思決

定に関する広範囲な分析が、最近の情報シス
テムの導入実態に関する先行的な実態調査
には見られない本研究独自の視点である。 
 
(3) ＳＣＭが企業の戦略的な事業基盤をな
している以上、ＳＣＭ導入が最終的には利益
増大やコスト低減などの財務的な業績向上
につながるものでなければならない。しかし、
ＩＴ投資と財務的業績との因果関係は必ず
しも明らかでないことから、近年、情報シス
テムが企業文化を含むデザインと相互作用
し、その結果が業績に反映されるという認識
が萌芽しつつある。 
これまでにＩＴ投資と業績との関係に組

織特性を考慮した評価枠組みはモデル化さ
れているものの、その経験的研究は乏しい。
本研究はこの点に着目し、業種特性、組織特
性を考慮したＳＣＭシステムの独創的な評
価指標や評価モデルの原型を提示すること
を目的としている。 
 
(4) ＳＣＭは供給側と調達側との関係で成
り立つ情報システムである。近時はＳＣＭが
国境を越えて成立する時代であり、我々はこ
れをグローバルＳＣＭと規定している。特に
アジア諸国の企業に焦点を当てる理由は、部
品、資材等を日本企業がアジア企業から調達
している関係が定着しつつあることである。
そこで日本企業のＳＣＭを対象とする際に
は、当然に、アジア企業との連携を看過でき
なくなる。この研究期間にアジア企業で構築
されるＳＣＭを調査し、それら一対の企業か
連携を同時に検討することにより、ＳＣＭ本
来の関係が明らかになり、国民的風土や国の
違いによる企業文化が、双方のＳＣＭ構築お
よびＩＴ投資の意思決定プロセスに与える
インパクトを解明できると期待される。 
 
これらの課題の解明が、19年度科学研究費

によって行われる調査研究の重要なテーマ
の１つである。 
 
 
３．研究の方法 
 



 

 

(1) 研究展開の基本方針 
わが国企業がグローバルＳＣＭを構築す

るまでの意思決定プロセスを詳細に分析し、
そのなかで各種の投資評価手法がどこに、ど
こまで適用されているかを検証し、財務的な
投資管理手法の意義と限界を明らかにした。 
 
(2) 研究調査とその展開 
①研究期間における全体計画 

研究期間の調査は全体を次の 4 つの PHASE
に分けて展開した。 

PHASE1：前半調査の結果整理と後半にお
ける調査課題の決定·········開始時点 
PHASE2：現業レベル調査 
·· 平成 19年度および 20年度前半実施 
PHASE3：本社レベル再調査 
··················· 平成 20年度実施 
PHASE4：調査結果のまとめと報告書の作
成 ············· 平成 20年度後半実施 

 
②開始時点の調査：PHASE1：前半調査の整理
と調査課題決定 

開始時点調査は現在進行中の前半研究の
調査結果を整理し、後半における重点課題の
決定を行った。特に、各社の SCM への理解と
投資姿勢について前半の国内拠点調査の結
果から、海外拠点における問題点と調査重点
を予測し、協力会社と十分なすり合わせを行
った。 
 
③第１年度(平成１９年度)の計画：PHASE2：
現業レベル調査 

前半調査によって理解を固めた各企業の
SCM 構築の国内状況を基礎に、海外各拠点に
おける各部門の対応とSCM導入による成果回
収の状況、およびこれらに関連する現業側か
らの評価を調査した。調査手法は、原則とし
て、現地に赴き、現場を視察し、関係幹部ま
たは担当者とのインタビューを主とする。 

調査対象とする部門は、海外拠点における
営業／購買／製造／物流／情報システム等
その拠点に存在する各機能とそれに関連す
る広範な取引先となる。このすべてに当るこ
とは困難であるため、協力を戴く会社および
関係者との連絡を十分にとって、重点設定を
誤らないように留意する。このため、調査実
施の前後において文献調査を含めた事業特
性分析、地域特性分析に相当の時間を割いた。 

なお、今回の後半調査の重点はアジア地域
の調査に重点をおいているが、最近における
SCM の国際的広がりの進展状況から見て、必
要と考えられる場合には、限られた地域では
あっても、アジア以外の 1-2 の海外取引先を
調査することを考慮に入れている。 
 
④第２年度(平成２０年度)の計画：PHASE2：
現業レベル調査 

前年度に開始された PHASE2 の現業レベル
調査を継続した。この調査に当たっては、中
間段階で何度かとりまとめを行い、協力を仰
いでいる各企業の本社関連部門スタッフに
報告・討議し、企業側の見解を確認する必要
があった。 
 
⑤PHASE3：本社レベル調査 
前半の国内拠点調査、後半のアジア地域調

査の結果を踏まえて、IT投資プロジェクトの
管理の問題点を整理し、本社財務部門および
情報システム部門の幹部・関係担当者と討議
した。 
財務部門：当該企業に適用されている投資評
価システムについての現状とその問題点 

特に、現在適用されている財務的な投資
管理手法（予算制度および長中期経営計画
を含む）は、管理の実態から見ると教科書
的な適用が行われていない可能性が高い
ことが予想されるので、調査結果を基礎に、
いかなる管理システムが適切あるのかを
討議し、研究した。 

情報システム部門： 
・これまでの SCM の国内国外導入について
具体的な意思決定プロセスについての妥
当性を評価し、情報システムのプロジェク
ト管理に関する現状体制の問題点を検討
した。 
・全般的な IT 投資プロジェクトの管理シ
ステムのあり方と予算制度その他財務的
管理システムとの結合の進め方について
討議を行った。 

 
⑥PHASE4：調査結果のまとめと報告書の作成 
PHASE3 が完了したあと、その調査結果のと

りまとめ、全員の討議によって調査結論を導
出した。予想される結論は次の通りであった。 

SCM 導入決定についての基本要因と、投
資決定段階における原価企画機能の作動
余地 
IT 投資管理についての改善余地の検討。
とくに財務的評価方式と非財務的評価方
式の結合のあり方 

 
 
４．研究成果 
 
(1) 基礎的研究 

本研究は、平成１５年度の科学研究助成
(基盤研究 C)の支援を受けて「情報システム
の構造変化と戦略的コスト・マネジメントへ
のインパクト」と題する研究で開始された。
この研究は、戦後５０年の日本の情報システ
ムの構造変化の様相を見据えながら、現在進
行中のネットワーク・コンピューティングﾞ
による事業構造の変化を分析し、それが情報
システムの各局面に与えたインパクトと、全



 

 

社的なコスト・マネジメントへの波及効果を
研究したものである。 
 
(2) 展開的研究－１－ 

前述の基礎的研究の成果から情報システ
ムそのものへのコスト・マネジメントに関す
る研究の重要性が改めて認識され、大型情報
システムの企画導入段階での投資意思決定、
維持管理の実態とそのあり方の究明に進む
こととなった。これが平成１７年度に科学研
究助成(基盤研究 C)を受給した「日本企業の
ＩＴ投資評価プロセスの実証研究―グロー
バルＳＣＭ展開の詳細分析から―」であった。
この段階で、情報システムに対応した戦略的
コスト・マネジメントの有効な推進は、ＩＴ
投資の企画段階での原価管理に重点を置く
べきであるとの結論に達した。 
 
(3) 展開的研究－２－ 

現在は、平成１９年度の科学研究助成(基
盤研究 C)として「グローバルＳＣＭシステム
の展開と情報化戦略投資」を実施しており、
ＳＣＭの国際的展開とその情報化投資の特
性や決定プロセスを検討している。現段階で、
家電や自動車産業等でアジア諸国に立地す
る部品・材料等を扱う現地企業は日本の本社
を中心にＳＣＭシステム構築に組み込まれ
てきたが、必ずしも本社対現地企業の関係だ
けではなく、部品・材料の国際間取引に全世
界的な広がりが強調されるようになってき
たことが、フィールド・サーベイやインタビ
ューの結果から明らかになった。 
 

上記（１）の基礎研究から（３）の展開的
研究までの一連の成果物として『情報化戦略
の進化とコスト・マネジメント』が税務経理
協会から 2008 年 2月に発行された。 
 

アジア地域を中心に設置された海外現地
子会社と親会社間のマネジメント・コントロ
ール・システムについて、これまでに親会社
や現地海外子会社における経理担当者や情
報システム担当者にインタビュー調査を行
ってきた。そこで得られた結論は、現地にお
ける情報システムやその運営は業績評価シ
ステムや人事管理システムの根幹を成す重
要な要素であるが、必ずしも本社からの統一
的なＳＣＭシステムや会計情報システムを
使用しているわけではなく、子会社における
情報システム選択の自由度が観察されたこ
とである。フィールド・サーベイを継続する
につれて、親会社や海外子会社における組織
特性が情報システムの適合性に大きく影響
し、情報化投資やグローバルＳＣＭの展開も
産業ごと、同一企業でもカンパニーごと、事
業部ごとにそれぞれの多様性が存在するこ
とが明らかになった。素材産業型は顧客が特

定化され、取引社数も少数なために独自のＳ
ＣＭシステムが使用される。組立・部品型産
業は顧客も不特定で、取引社数・取扱部品数
数も多いためにＥＲＰに代表される統一的
なグローバルＳＣＭが使用されている。同一
企業でもカンパニーが異なれば、情報化投資
も個別の組織ごとに実施され、使われる情報
システムも異なる。こうした原因として考察
されるのは親会社の経営戦略、組織特性が海
外子会社に影響を与え、子会社が立地する地
域の組織風土などと相互に関連して、情報シ
ステム運用の適合性が問われ、本社と海外子
会社間のマネジメント・コントロール・シス
テムが的確に機能し結果としての業績向上
に寄与するかの成否に繋がる。 
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